
1099749 356426 8135 907865 257258  99168 791248 331295  12730 777109 323071  8224 763770 310952  12119

11314634 7877945 791708 11394340 7814899  63046 8149693 5672698  1118606 8312328 5622457  50241 8245516 5550835  71622

歳 出 額 一 般 財 源 一般財源の前年
度対比増減額 歳 出 額 一 般 財 源 一般財源の前年

度対比増減額 歳 出 額 一 般 財 源 一般財源の前年
度対比増減額

一般財源の前年
度対比増減額 歳 出 額 一 般 財 源 一般財源の前年

度対比増減額

1472844 1306885 205411 1436610 1299906  6979 1175184 1106608  46740 1260462 1189059 82451 1227906 1162379  26680

1871211 1048899 279344 1943532 1016556  32343 749890 536548 27527 740673 524290  12258 724282 514879  9411

398944 275483 51792 382524 286159 10676 398867 264667 26916 398997 265937 1270 396191 264083  1854

1534539 483703  13676 1380190 411704  71999 1505086 472640 27556 1488563 467111  5529 1471569 462474  4637

539190 39784  15596 886134 56641 16857 674847 50058 31384 879195 31286  18772 906898 26189  5097

539190 39784  15596 886134 56641 16857 674847 50058 31384 879195 31286  18772 906898 26189  5097

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3603364 3412767 34805 3714502 3535429 122662 1062444 982401  2593813 1038450 962608  19793 987639 911737  50871

2558450 2547447 6162 2558449 2553700 6253 0 0  2553700 0 0 0 0 0 0

675848 562900 80469 648889 541839  21061 836869 747136  1473 828530 738941  8195 827734 738289  652

1218694 747524 278511 1001959 666665  80859 1746506 1512640 1410037 1677458 1443225  69415 1703297 1470805 27580

11314634 7877945 901060 11394340 7814899  63046 8149693 5672698  1118606 8312328 5622457  50241 8245516 5550835  71622

0 0  109352 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

歳 出 額 一 般 財 源
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報

 特別会計（特別会計のうち法第２条第１号イロハに掲げる以外のもの）：変更前に同じ
 一般会計等の実質収支：変更前に同じ
２ 連結実質収支：変更前に同じ
３ 実質公債費比率：変更前に同じ
４ 将来負担比率：変更前に同じ

第６ 再生振替特例債の各年度ごとの償還額：変更前に同じ
第７ 各年度ごとの健全化判断比率の見通し：変更前に同じ
第８ その他財政の再生に必要な事項：変更前に同じ

二 健 全 化 法 第 十 条 第 六 項 の 規 定 に よ る 協 議 の 結 果 同 意 （ 令 和 八 年 九 月 十 五 日 付 け ）

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 六 十 五 号

経 済 施 策 を 一 体 的 に 講 ず る こ と に よ る 安 全 保 障 の 確 保 の 推 進 に 関 す る 法 律 及 び 株 式 会 社 国 際 協 力 銀

行 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 八 年 法 律 第 三 十 八 号 ） の 施 行 に 伴 い 、 及 び 関 係 法 令 の 規 定 に 基 づ き 、

経 済 施 策 を 一 体 的 に 講 ず る こ と に よ る 安 全 保 障 の 確 保 の 推 進 に 関 す る 法 律 及 び 株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行

法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 財 務 省 関 係 告 示 の 整 備 に 関 す る 告 示 を 次 の よ う に 定 め 、 経 済 施

策 を 一 体 的 に 講 ず る こ と に よ る 安 全 保 障 の 確 保 の 推 進 に 関 す る 法 律 及 び 株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 法 の 一

部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 の 日 （ 令 和 八 年 九 月 十 八 日 ） か ら 適 用 す る 。

令 和 八 年 九 月 十 六 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

一 次 に 掲 げ る 告 示 の 題 名 及 び 本 則 中 「 財 務 大 臣 」 を 「 主 務 大 臣 」 に 改 め る 。

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 法 第 十 一 条 第 六 号 ロ の 規 定 に 基 づ き 財 務 大 臣 が 定 め る も の を 定 め る 件

（ 平 成 二 十 三 年 七 月 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 五 号 ）

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 法 第 二 条 第 九 号 の 規 定 に 基 づ き 財 務 大 臣 が 定 め る 外 国 の 法 人 を 定 め る 件

（ 平 成 二 十 四 年 三 月 財 務 省 告 示 第 九 十 九 号 ）

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 法 第 十 二 条 第 三 項 第 一 号 の 規 定 に 基 づ き 財 務 大 臣 が 定 め る も の を 定 め る

件 （ 平 成 二 十 四 年 三 月 財 務 省 告 示 第 九 十 四 号 ）

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 法 第 十 二 条 第 九 項 第 一 号 の 規 定 に 基 づ き 財 務 大 臣 が 定 め る 者 を 定 め る 件

（ 平 成 二 十 四 年 三 月 財 務 省 告 示 第 九 十 五 号 ）

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 法 第 十 二 条 第 十 項 第 二 号 及 び 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 財 務 大 臣 が 定 め る

期 間 を 定 め る 件 （ 平 成 二 十 四 年 三 月 財 務 省 告 示 第 九 十 六 号 ）

二 特 別 業 務 指 針 （ 平 成 二 十 八 年 九 月 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 五 号 ） 中 「 財 務 大 臣 」 を 「 主 務 大 臣 」 に

改 め る 。




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